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決算特別委員会 宿泊税について小川知事に質す 

旧・復興対策に全力！ 

 

 

 

 

 ９月７日から１０月１２日まで

９月定例県議会が開催されました。

大塚勝利議員は、決算特別委員会で

知事保留質疑に立ち、福岡市との間

で議論となっている宿泊税を含む

観光振興財源について、小川知事に

質問しました。その他、長期入院す

る高校生の学習支援、ＳＮＳを活用

したいじめ等の相談体制等、５つの

テーマについて質問しました。 

 

検討会議の日程 前倒しへ 

福岡市議会は９月１４日、ホテルなどの宿

泊客に課税する「宿泊税」の導入を柱とする

条例案を可決、福岡県もこれまで検討を進め

てきており、県と福岡市の調整が必要となっ

ている。 

１ 宿泊税の導入を正式に表明すべきだ 

（大塚）福岡市の対応に比べ、余りにスピー

ド感がない。知事は宿泊税の導入を速やかに

正式に表明すべきだ。 

（知事）宿泊税の導入を念頭に、検討会議で

できるだけ早く中間とりまとめをいただける

よう、スケジュールの前倒しを諮っている。 

（大塚）「対応が遅いと福岡市と調整ができな

くなる」と指摘、早急な検討会議の開催を訴

えた。（10月 31日前倒しで開催された。） 

２ 協議の場での県の対応について 

（大塚）８月に私は石井国土交通大臣の博多

港の視察に同行し、福岡市からクルーズ船、

ＭＩＣＥについてそのポテンシャルの高さを

聞いた。宿泊税を巡り県と福岡市が議論でき

ない状態は異常事態だ。福岡市との協議の場

で、観光振興について広く協議すべきだ。 

知事 市長に会談の申し入れ 

（知事）観光振興財源の導入にあたっては、 

県と市との間で十分調整を図る必要がある。

知事名で市長に協議の申し入れを行なった。

この中で、今、委員からご指摘のあった観光

振興に関してそれぞれが果たすべき役割や施

策についても協議することを申し入れている。

福岡市には、県からの申し入れにしっかり向

き合っていただきたい。 

（大塚）「事務レベルの協議が難航している。

まず知事が福岡市長と会って道筋をつくらな

いと前に進まない。知事の陣頭指揮で早期解

決を」と訴えた。（11月 1日会談が行われた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算特別委員会で小川知事に質問する大塚勝利議員（10月 11日） 

決算特別委員会で質問する大塚議員 
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大塚勝利 profile 住所：福岡市東区みどりが丘 1-8-8 連絡先:092-643-3805（県議会控室） 

【略歴】H１９年４月 福岡県議会初当選（３期目）、創価大学卒、創価高校で甲子園出場 

 

 

（決算特別委員会から） 

長期入院する高校生の学習支援 

医療の進歩により多くの小児がんの子ども

たちががんを克服して大人になれる時代にな

りました。一方、国の調査では、長期入院す

る高校生の約半数に在籍校の学習支援が十分

に行われていないことが課題となっています。 

本県の現状について県教委からは、①県立

高校では教科担当者が２週間に１～２回病院

を訪問し個別学習を行っている。②２９年度

は、１４名中１２名が進級または卒業してい

る、と答弁がありました。 

大塚議員は、現場調査から「最低限の学習で

進級しているのが現実だ。現状のままでは進

学を断念せざるを得ない、長期入院中であっ

ても学校で学ぶのと変わらない十分な学習時

間を確保してほしい、それが現場の声だ。」

と訴え、①病院等への非常勤講師の派遣、②

ＩＣＴを活用した遠隔教育を提案しました。 

副教育長からは、生徒の実態に応じた多様

な学習機会の提供が課題。病院等への非常勤

講師の派遣やＩＣＴを活用した学習の効果を

検討する、と答弁がありました。 

SNSを活用したいじめ等の相談体制 

スマートフォンの普及等に伴い多くの子ど

もたちがコミュニケーション手段として LINE

等の SNSを利用している状況を踏まえ、SNSを

活用した相談体制の構築を提案した。 

大塚議員は、いじめの実態と電話相談の現

状の資料を要求、その結果、本県では、中 1

をはじめ、いじめが深刻な状況であること、

誰にも相談していない児童生徒が、１割程度

存在すること、電話相談は悩みを持った保護

者からが多く、子どもからの直接の相談が少

ない等からいじめなどで誰にも相談できず悩

む子どもたちが潜在していると指摘、長野県

等が取り組む SNSの積極的な活用による相談

が子どもたちの命を救うことになると質した。 

副教育長からは、他県の SNSの活用事例の

研究を含め本県の適切な相談体制の在り方を

引き続き検討していく、と答弁がありました。 

知事に３１年度予算要望 

 

 

 

 

 

１０月２６日、公明党県議団は、来年度予

算編成に関して来年１０月の消費税１０％へ

の引き上げを見据えた景気・雇用対策や教育

施策の充実を重点的に盛り込むよう小川知事

に要望しました。福岡市と対立が続く宿泊税

について年内決着を図ることを要望。この他、

九州豪雨や西日本豪雨からの復旧・復興、相

次ぐ不祥事を受けた再発防止の取り組みなど

を盛り込みました。検索 大塚勝利ブログ 

 

 

長期入院中の生徒への ICT教育を推進 


